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1.はじ.めに.一 業.績報告.をめぐる議論.一
.国際会計基準審議会(IASB>の業績報告 プロジSク ト.は、.己2001年:に発足.し.、英国会計基準
審議会.(ASB)とのパ ー.ト.ナー シ ップの もとで進.め.られ 、その後、.2004年4月か らは米 国財
務会計基準 審議会(FASB>と の合 同プ ロジェク トとなって い る(//。当該合 同 プ ロジ〕〔ク ト
は 、その審 議 を円滑 に行 うた めに、 セグメ ン トA(完 全 な一組 の財務諸表 を構成す る各計算
書 を取扱 うセグメン ト)と セグメ ン トB(純 利益 と包括利益 の再分類調整(い わ ゆ るリサ イ
クル(i)の 採:用の.建非 およ.び業績報告書 の区分方法 等 を検 討す.るセグ.メン ト)..に..分け られて
議論が進め られている(FASB2004;sass2004)。
..2006年
3月 には.、.セグ メ ン トAに 関す る議論 を取 りまとめ.た国際.会計基準(IAS)第1号
「財務諸表 の表示 」改訂 に関す る公開草案(lasB.2006)..が公 表.さ.れた.ところで ある。当該公
開草案の主 たる特徴 は、小計.と.して純利益 を表.示す る こ.と.、・利益.のリサ イ ク.ルを行 う.こと、
お よび業績報告書 の様式 と して ツー ・ステー トメ ン ト方式 も認 め られ た ことで あ る。 しか し
なが ら、利益 の リサ イクル につ いて は、セグ メン トBで 改めて議論 され るとい うこと、お よ
びツ ー ・ステ ー トメ ン ト方式 の容認の是非 に関 しては、大 き.な意 見の対 立が あ.った ことか ら
(IASB2006:AV3,AV4)、業績報 告 プロジ ェク トの争点 は、い まだ実現基準 に基づ く純利益
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の表示 に関す る問題 である ことに変わ りないで あろ う(3.。
つ まり、そこには、実現iに 基づ く純利益 を表示 .し、.利益.のリサイ ク/Lを行 う業績 報 告
の考 え方 と、実現 基準 に基づ く純利益の表示 を排除 し、 リサ イクル も行 わない とい う業績報
告の考 え方の対立 がある(a;。
一方 、 この よ うな純利益Yを メル クマール とす る業績報 告 をめ ぐる議論 とは昔 干異 なる
が、.Glovereta1.(2005)では、新 しい業績報 告様 式 と して 、会計測定値 を実測(fact)と.予
測(forecast)に分離 す るマ トリク ス形 式 の時 制 問財 務 諸表(intertemporalfinancial
statements)が提案 されている 〔5;。
Gloveretal.(2005)は、会計測定値 を実測 と.予溜 に分離す ることによって 、財務諸表 上の
どの測定値 の信頼 性 が高 く、 また どの測定値の信頼 性が低.いのか を財務諸表利用者 に示 す こ
とが可能 に なるため、実測 と予測に分離 さ..れた財務諸 表 は、意 思決定に有用 な情報 を提供 で
きると述べてい る(6〕。詳 しく.は後述 す るが.、Gloveretal.(2005)で提案 されてい る時制 間財
務 諸表 は、信頼性 が高 い情報 を明確に示す ことで 、財 務諸表 におけ る見積 りや予測の役割 を
利 用者 に伝達す ることを目的 としている。
本稿 の 目的は、GloveretaL.(2005)で示 された時制 間財務諸表.(その中で も特 に損益計算
書 〉 を取 り上 げ 、その構造 および機 能に関す る検討 を行 うことを通 じて、業 績報告 をめ ぐる
議論 の新たな方向性 を探 ることである。
本稿0)構成は以.下の ようにな ってい る。本稿 では、 まず 、Gloveretal,(2005)で示 され た
時制 間損益計算書 の構 造.につ い.て検 討:する1..1.次にく..財務会計基.準書.(SFAS)第130.号が規定
す る包 括利 益計算書の構造、およびIASB業績報告 プ ロジェク トの初期段階 において提案 され
た記 トリ.クス形 式の業績報 告書の構造 に関.す.る検討 をそ.れそれ行.い、以上.3つの計算書 の比
較検討 を行 う。最 後;にζ:Glover.eta1.(.2005>で示.され た時制 間損益計算書の意義 を考察 し.、
本稿 を締 め括 る。
.2.Gloveretal.(2005)で提 案 され た時 制 間 損益 計 算 書.の構 造
Glover.etal..(2005).では、現 行の会計 モデルの拡張 形式.として、会計測定値 を実測 と予測
に.分離 す る.マト.リクス形 式 の時制.間財務 諸表 が提案.さ..れて:い.る.。本節で は㍉Gloveretal,
(200s)で示 された時制間財務 諸表の中で も特.に損 益計算書 に焦点 をあ.て、 その構 造につ いて
検討 してい く。
2.1時 制 間 損 益 計 算 書 の 様 式
時 制 間 損 益 計 算 書(intertemporalincomeshatement)は、 「実 測(fact)」、 「予 測(forecast)」、
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「合計(total)」の3つ の欄 で構成 され る(Gloveretal.2005:268)。したがって、時制問損益
計算書 において は、ある取引 が実測 とみな されれば、 そ.の測 定値 は実測 の.欄.に表示 され 、.予
測 とみ な さ.れ ば 、その測定値 は予測 の欄 に表示.さ.れることに.な.る。 なお.、「AO計」の欄 に表
示 され る測定値 は、従来 の損 益計算書上 に表示 され る数値 とまった く同 じにな る(Gloveret
al.2005:268)。つ ま り、時制間損益計算書 において は、発生主 義会計の もとでの測定値(つ
ま り合計欄 に表示 され る測定値)が 実測 の部分 と予測の部 分 とに分離 して表示 され ることに
なる。
また、予測 とみ な され た取引 を取 り巻 く不確 実性が十分 に解消 され た場合 、該 当す る測定
値の予測欄か ら実測欄への振替 がな され る(Gloveretal,2005:268)。このよ うな予測 か ら実
測への振替 は、時鯛 間振 替(intertemporaltransfers>とよばれ.、当該振替 は、 「時制問振替」
とい う特別 の欄 にて行 われ る。時制 間振替 の際に、予測の誤差 が判明 した場合 は、 その誤差
は、 「決済差額項 目(settlementdifferences)」と して 、時制 間損益 計算書に表示 される。 この
と き、決 済差額 は、利益 の減少(増 加)項 目として取 り扱われ ることにな る(Gloveretal,
2005:276)
以上、Gloveretal.(2005)で示 された時制 間損益計算 書の様式 につ いて説明 して き.たが 、
具体.的な表示様式 を示 す と表2-1の よ うにな.る.、な紅..表2L1.におけ る時制 間損 益計 算書 の
ボ トムラインで ある 「純利益十振替.(netincomeplus.transfers)」に.は、実測欄 の当期純利 益
に 、.当期 に実 測 欄 へ 振 り替 え..られ だ 当期 以前 の 年 度 の 予測 を加 え た もの が表 示 され る
(Gloveeetal.2005:276)o .
つづ いて、実際 どの よ う.に.実測 と予測.を分離す るの か と.いう こ..と:につ..いて…、.Glovereta],
.(2005).にお:いて提案 された.分離規 準 を説 明..して い く.わけで ある.が、その前 に.、.実測 と予測 を
分離す るメル クマール と して.、Gloveretal.(2005=27/-272)では、 つ の不確実性が挙げ ら
れてい る。次 項においては、 その.2つの不確実性 につ いて概観 す る。
表2-1:時 制間損益計 算書 の様 式
第1期 第2期
売.L高.貸
倒損失
決済差額.
減価償坤葺
実測 予測. 合計 実 測. . 予測 合計
XXX
X× 〉く
xxx
xxx
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
xxx
XXX
XXX
純利益 XXX XXX XXX XXX xxx XXX
時制間振替
売.ヒ高
貸倒損失
減価償却費
XXX
XXX
(xxx)
(xxx)
合計 XXX (xxx)
純利益十振替 XXX
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2.2取 引 に内 在 す る2つ の不 確 実性
取得 原緬 主義 の もとで.、現金.主義 会計(cashaccounting)か.ら繰 延主義 会計(deferral
accounting>へ、そ して発生主義会計(accrualaccounfing)へと会計利益計算の体 系 が移行
し、取 引記録が将 来指向的 になるにつれ て、そ こに は不確実性(予 測).が介入 して きたと さ
れ る(Gloveretal.2005:271-272>.。
(i)現金主義会計 における不確 実性
もっ とも原始 的 な現金 主義会計 の もとで は、現 金 フローと利益 フローは固時に起 こる。つ
ま り、現金主義会 計の もとで は、株 主か らの出資 を除 いた現金収入 は収益 とな り、株主 への
配当 および現金 分配 を除 いた現金支 出は費用 とな るので ある。 この よ うな会計 システ ムの も
とで は、現金 フローが発生す るまでは～.記録 が単.に遅れ.るにす ぎないため、予測 は不要 で あ
り、不確実性は まった く生 じないことにな る(Gloveretal.2005:272)。
(2)繰延主義会計 にお ける不確 実性
繰 延主 義 会計 は、現金主義 会計 に繰 延処理 を加 味 した もので あ る。繰 延処理 され る項 目
(繰延項 目)は 、.前もって現金の受取 りまたは支払 いが あるが、対応す る費用 または収益 は後
の時点 まで発生.しない という.こと.に特 徴付 け られ る6.その ため 、.繰延項 目は、現金収支 と収
益費用の認識 との間のバ ッファやと し.て、.資産 または負債の勘定 を必要 とする。資産 または
負債 と して計上 された繰 延項 目の金額 の全体 には不確実性 は存在 しな.い.。しか し、部分 的な
消 耗.ま.たは引渡 しがある場合 に は、.原価 お.よび 収.益.の配分基準 と しで 「.数量(volume>」を
使:用しな.;けれ ばな らな.くな.るbこの配 分の手続 きに.よっ て.、.・.予測(つ ま嫉 結 果的に不確実
性)己が会計 システムに もたら.され る.こ..と.にな翫Gloveret.a1.(2005:272)は遥この よ うな種
類 の不確実性 を 「数量 の不確実性.(volumeuncertainty)」とよんでいる。.
?「
?「
(3)発生主義会計にお ける不確 実性
発 生主義会計の.もとでは、繰延 処理 に加.え、見越処理 も加味 され ることになる。見越項 目
は、取引時点 において財 ・サ ービスの受領 または引渡 しが あるが、現金収支 は後 の時点 まで
発生 しない とい うことに特徴付 けられ る。 その ため、財 ・サー ビスは、取引時点 において は
.予測 金額 によって.記録 され ることにな る。つ ま り、金額 はそれ 自体予測で あ り、..不確 実性 を
有 してい る。Gloveretal.(zoos:272)は1発姥主 義会計 の もとで生 じるこの よ.aな不確実性
を 「金額 の不確実性(amountuncertainty)」とよんでいる.
2.3実 測 と予 測 の分 離 規 準
Gloveretal.(2005:272-273)では 、上述 した 「数量の不確実性 」 と 「金額 の不確実性」
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をメル クマール と して、以下 に挙げ る2つの分離規準(sortingrule>が示 されている。
(1)分離規 準1
分 離規準1は 、不確実性 をまったく伴 わない取引 を実測 と し、その他すべ ての取 引 を予 測
と して 分離 す る規 準 で あ る。つ ま り、分 離.iは 、確 実 性(つ ま り実測)を 現 金決 済
(cashsettlement)と等 しい もの とする ものであ る(Gloveret.al.2005:272)。
分離規準1=不 確 実性 を伴 わない取 引は、実測 である。その他 す.べての取 引は、予測 である。
(2)分離規準2
分離規準2は、上述 した2つの不確実性の うち、数量の不確実性を伴 う取引を実測に含める
とい うものである。たとえば、固定資産の減価償却を考える場合、耐用年数と残存価額 とい
う2つの予測が必要になる。耐用年数は原爾.醜分に用い られるものであり、原価配分額には
数量の不確実性のみが含 まれることになる。一方、残存価額には金顕の不確実性が含まれ る
こ≒になる。ここで、原価配分額に伴う不確実性(数 量の不確宰性)は 、当初測定額(取 得
原価)の 枠内に制限 されるということ考える.と、数量の不確実性を実測 として捉える分薙規
準2を 考 え ることがで きるのである.(Gloveretal..2005:.273)。
さらに商品 の信 用売 買 を考 える場.合1分離規 準.2のもとで.は、取 引総額 における金額 の不
.確実性 は、..固定 された信 用売買取 引額の 要索 と決済 リスク.調整額(貸 倒 見込額)の 要素 の
2?に輝 さ.れる・・のとき・.ずべての不確難 瞭 済リ・ク離 緯 存在すると考える・
、とがで きるの で・分離規準2の もとで}よ濡 用韻 取 引額 は実測 とLて 、節1見 込額 は予測
として捉 え られ る.(Gloveretal.2005;273)。
分離規準2:金 額の不確実性 を伴 わない取引は、実測 である。その他すべての敢引ほ、予測
である.。
z.a.時制闘損益計 算書の作 成例示
.さらに具体的な検討 を行 うために、Glovereta].(2005:..273-277)で示 された数植例 を用
いて、時制間損益計算書の作成手続 を概観する。以下の設例1に従って、身離規準1に基づく
時制間損益計算書の作成例(表2-2)、分離規準2に基づ く時制間損益計算書の作成例(表2-
3>を示す。
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[設例1]
前提条住(単位:百万円)
① ある企業の第1期から第3期までの時制問損益計算書を作成する。
② 当該企業は、投下資本75で、第1期の期首に現金で有形固定資産を購入し.た.。
③ 当該企業は、有形固定資塵の残存価額をゼロ、耐用年数を3年と予測し、毎期末に減価償却費を計
上する(定額法)。
④ 当該資産の耐用年数の最終年度において、実際の而欄 年数およ.び残存価額が明らかになる。つまり、
耐用年数、残存価額は、その予測が正確であると判明するまで不確実である。
⑤ この設例においては、不確実性が生じている.のは耐周年数だけであると想定 している。
⑥ 当該企業は、各会計期間の2月と8月に2度の掛売 り(100)を行う.2月の掛売 りの代金は、同年
の7月に回収され(正味回収額90、貸倒損失10)、8月の掛売りの代金は、翌年の1月に回収 される。
⑦ 当該企業は、期末の売掛金に対して、10%の貸し倒れを見込んでいる。
⑧8月 の掛売りからの実際の代金回収は、第2期においては88,第3期においては92であることが判
明した。
⑨ たとえば、掛売りに関する第2期中における取引の流れを示すと以下のようになる。
1月1
前期8月掛売分の代 金回
収;圓収不能分は貸倒れ
2g'
新たな掛売 り
7月;.
当期2月掛売分の代金回
収 ゴ回収不能分は貸倒れ.
8月;
新 たな掛売 り
12月:
貸倒.見込額の計 ト(8月分)
減価償却費の計上
L 幽
「
表2-2分 離規準1に基づ.く時制間損益計算書の作成例
.第.
1期 第.2期. 第3期
売上高
貸倒損失偵倒見込細
決済差額
減価償却費
実瀾 ..己..予測 o-t 実測. .予測 合計. 実測 予測 合計
100
10
1W
is
25
2DO
20
25
100
10
z
la
io
zs
2W
20
z
zs
100
10
(2;
25
100
10
zoa
20
(2)
zs
純利益 90 65 155 88 65 153 67 go 157
.時制間振替
売上高
貸倒損失
減価償却費
100
10
1
(ice;
(io;
100.
10
50
(ice)
(io)
(50)
時制間振替合計 a 9D (so) 40 (40)
.純利苺十振替 90 178 ion
(出所)Gloveretal..(2005:275>
:それでは、勢離規準1に 基づ く時制 間.損益計算書.の作成例 について説 明す る(表z一:2.参照)。
上述 した ように、分離規準1は 、「不確実怪 を伴 わない取 引は、実測 で ある。その他すべ てめ
取 引は、予測で ある。」 とい うものであった。つ まり、分離規準1の もとで は、実測 を現金決
済(キ ャッシュフロー)と 同様の意昧で捉 えるとい うことである。
まず、掛売.L取引 につ いて は、分離規準1に よれば、2月の掛売 り分iooは実測の欄 に表示
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さ松8月.の 掛売り分100は予測の欄に表示 されることに.なる。なぜならば、2月の掛売 り分
iooは、当期中の7月に代金17.収が行われているからであり(正味回収金額90、貸倒損失10).、
一方、8月の掛売 り分100(およびそれに伴 う.貸倒見込額)は 、翌期にな.るまでは、代金回:収
が行われないか らである。このようにして予測欄に表示 された8月.の掛売 り分100は、翌期の
1月に代金回収がなされたときに、予測欄から実測欄に振 り替わることになる(これ を時制
間振替とい う)。また、時制間振替の際に生.じる.前.期予測額と当期実測額の差額 は、決済差額
として損益計算書上に明示 される。つまり、第.2期.においては、88(実測回収金額)か ら90
(予測回収金額)を 差 し引いて計算 さ.れた2が表示 されることになり、同様に、第3期におい
ては.、92(実測回収金額)か ら90(予測回収.金額).を差 し引いて計算 された(2)が表示 さ
れる。
次に減価償却について述べると、分離規準1に よれば、第1期、第2期における減価償却費
25は、予測欄に表示 され、第3期の減価償却費25.はご実測欄に表示 される。とい うのは、耐
用年数の最終年度である第3期において、実際の耐用年数および残存価額が明 らかになるか
らである。そ して、第3期末において、第.1期、第2期に予測欄に表ボ された減価償却費(合
計50)が、実測欄に振 り替わることになる。
売上高にせよ、減価償却費にせ よ、予測欄から実測欄への振替は、当期の損益 とは区別す
るために、時制問振替とい う特別の欄にて行われる。この振替額に」実測.の当期純利益を加
えたものが、「純利益十振替」と.して時制間損益計算書のボ トムラインに表示 される。つまり、
第1期の 「純利益十振替」は90であり.、第2期は1.78.であり、..第3期は、107である。実測を
.キ寿ッシュフ..ローと等 しいものと.し.て捉える分離規準1の もとでは、「純利益十振替」におい
て.は、現金主義利益が算定 さ.れる.ことになる。.
表2-3分 離規準2に基づく時制間損益計算書の作成例
第1期 第2期 第3期
売.1:;高
貸倒損失償倒克込額)
決済差額
減価償却費
実測 予測 合計 実測 . 予測 合計 実測 予灘 合計
zw
is
拓
}
io
一
200
20
25
200
io
z
zs
}
10
一
2W
20
z
`15
zoa
io
(z;
25
一
10
2DO
zo
(2)
25
純利益
.
165 flo)1.55 iss (io) 153 167 (ia) 157
日論1澗振替
亮上高
貫倒損失
減価償却費
一
10
一
(io)
一
10
一
(io)
時制間振替合計 0 (io; 10 (io) 10
純利益+振替 165 153 157
(禺所)Gloverelal.(2005:276)
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つづいて 、分離規 準2に 基づ く時制間損益計算書 の作成例 について説明す る(表2-3参 照〉。
分離規準2は 、「金額の不確実性 を伴わ ない取引 は、実測 で ある。その他すべての取.引は、予
測 であるofと い うものであった。つま り、.分離規 準2の もとで.は、数量の不確実牲 を伴 う取
引が実測 に含 め られ ることになる。
掛売上 取引 について は、分離規準2に よれば 、次 期 に代 金 回収 がな され る8月 の掛売 り分
100も、2月の掛売 り分 とともに実・測欄 に含..まれ るこ.とに.なり.、実測欄 に200の売 上高が表.示
される。 その代 わ り、8月 の掛売 り分100に伴 う決済.リ.スク.調整額で ある貸倒損失(貸 倒 見込
額)10は 、金額の不確実性 を有す るもの と して、予測欄 に表 示 され ることにな る。 また、減
価償却費 につ いては、それ らが数量の不確実性 の.みを伴 うものと して、実測欄 にJX/f¥され る。
3.SFAS第130号が規定する包括利益計算書の構造
本節では、業績報告をめぐる議論におい.て、業績報告書に実現基準に基づく純利益を表示
する立場をとっているSFAS第130号が規定す る包括利益計算書の構造を.概観する。
3.1包 括 利 益 計 算 書 の 目的.
SFAS第130号では、包括利益 を報 告す.る.目的 は」 出資者 としての立場 による出資者 との
取引以 外の、 当該期 間に認識 され る取 引および経 済事象 か ら生 じる、企業 のすべての持分の
変動 の測 定値 を報 告す るこ.と.であ る」 と述べてい る.(FASB1997:par.11>。さらに、「財務
諸表上 の関連す る開示 項 目および その他 の情報 とと.もに利用 され るな ら、.包括利 益の報告に
よ り提供 され る情報 は、投資家 、債権者 、およびその他の 関係 者 が、企業 の活 動お よび将来
のキ ャ ッシ ュフローの時期.・規 模 を.評価 す るの に役立 っ はず で ある」 と述 べて いる(FASB
1997:par.12).。づ ま り、包括利益 の.報告 目的は、財 務諸表 の利 用者が企業活動お よびそれに
伴 う将 来の キャ ッシュ フローを評価 す るために役 立つ情報(R的 適合 的な情報)を 提供 す る
観 点か ら、資本取 引以外の取引 か ら生 ず るすべての持分変動 をもれな く報告 す ることにあ る
といえる。
ここで、包 括利 益 とは、「出資者以外の源泉 からの取引 その他 の事象および環境要因か ら生
じる一期 間にお.け.る営利企業の持分め変動」 とFASBの概.念.ステー トメ ン ト第6号 に.おいて定
義 されてい る(FASB1985:par.70)。また、SFAS第13G.号によると、包括利益 は、「純利益
(netincome)」と 「その他包括利益(othercomprehensiveincome)」に分類 され る(FASR
1997:par.15)
SFAS第130号は、伝統 的 な利益概念 である純利益 を損益 計算書上 に維持 しなが らも、 あ.ら
たに包括利 益概 念 を導入す ることを規 定す るものである と考 えることがで きる。
???
?
?
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3.2包.括利益 計算書の様式
包括利益計算書における包括利益の報告 と表示 は、「包括利益のすべての構成要素(収 益、
費用、利得、損失)は それらが認識 された期の財iに おいて報告されなければならない。
包括利益の合計金額は、その他包括利益が報告 される財務諸表において表示 されなければな
らな婁、。」 と.される(FASB1997:.par;14).。また ..包括利益 を純利益と1その他包括利益とに
区分 し、従来の損益計算書で表示 されていた純利益の金額 を引き続き表示するとともに、原
則として～計算書本体に再分類調整(リ サイクル)に 関する表示 を行うこととされた(FASB
1997:par.20>。ここにいう再分類調整(リ サイクル)と は、ある期間の純利益の一部として
表示 される包括利益項 目のうち、その期間.あるいはそれ以前の期間において、その他包括利
益の.一.一部 としてすでに表示 された項 目の二重計上 を避 けるための調整表示で ある(FASB
1997:par.18)
表3-1ワ ン ・ステー トメン ト方式 による様式 表3-2ツ ー ・ステー トメン ト方式による様式
***株 式会社
損益お よび包括利益計算書
200X年12H31Hに終.rする年度
売上高.
当期純利益
.その他包括利益
外貨換算調整額
有価証券に関する未実現利得
期中に発生した未実現a有利得 ×××
差引:再分類調整額XXX
母小年金債務調整額
その他包括利益合計
包括利益
???
???
xxx
xxx
XXX
XXX
XXX
(出所)FAsB(1的ブ:AppenduB.FormatA)
***株 式会社
損益計算書
20〔収年12月31目.に終rす る年度
売.止高 ×XX
=
⊥
当期純利 益XXX 皿
***株 式会社
.包括利益計算書
200X年12月31目に終了す る年度
当期純利益 ×X×一
その他包括利益..
外貨換算調整額XXX
有価証券に関する未実現利得
期中に発生した求実現保有利得X×X
差引:再分類調整額 巡)×XX
最小年金債務調整額xxx
その他包括利益合計XXX 『
包括利益XXX 　　
(出所)FASB(1997:AppendixB,FbrmatB)
計算書 の表 示様式 と しては、損益計算 書形式 と株主持 分変動計 算書形 式 の..2つが あり、さ
らに、損益計 算書形式 に.は、 ワン ・ステ ー トメ ン ト方式 俵3-1).とツー ・ステ{ト メン ト
方式(表3.一2)の2つが ある(FASB1997:par.22>』ワン ・..ステー トメ ン ト方式 は、純利益
を報告す る従来 の損益計算書 を拡大 して、その他包括利益 の構成要素 および包括利益 の合 計
金額 を、.損益 計算書の純利益合計額 の下 に表示 す る方法 である。 ツー ・ステー トメン ト方式
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は、従来の損益計算書とは別に、純利益で始まる独立した包括利益計算書を作成する方法で
ある。
4.IASB業績報告プロジェク トにおいて提案された業績報告書の構造
つづいて、IASB業績報告プロジェク トの初期段階において提案されたマ トリクス形式の業
績報告書の構造を概観する。この提案 された業績報告書には純利益は表示 されず、開Yす る
利益が包括利益に一元化 されたことから、業績報告のあり方をめぐって、世界的な議論が巻
き起 こされた。
4.1提案 された業績報告書の 目的
IASB業績報告プロジェク トにおいて提案 された業績報告書の目的は、「会計情報利用者に
とって、より企業の業績を分か りやす く、かつ、利用者の将来の業績予測の手助けとなるよ
うな方法で、単.…の利益測定値 に注 目しすぎることなく、期間に関するすべての利得 ・損失
を分類表示すること」とされている(IASBzOO3:0bjective)。このIASBの業績報告の考え方
は、ASBの採用している情報セッ ト・アプローチ ω と同様に、集約化 された単.一の利益情報
ではなく、認識 されたすべての持分の変動である包括利益の構成要素の区分表示を通 じて、
企業活動およびそれに伴 う将来のキャッシュフローを評緬するために役立つ情報(目 的適合
的な情報)を提供 しようとするものである。
4.2提 案 され た業 績 報 告 書 の 様 式
提案 され た業績報告書 は、事業 、財務 、税金 、お よび廃止事業の行区分 と再測定 と再測定
前の列 区分に よるマ トリクス様式 に よって項 目が分類 されてい る(表4-1参 照)。これは、合
計欄 に報告 され る項 目を、再測 定 か ら生 じる収 益 ・費用 とその他 すべての収益 ・費用 の2つ
の構成要素に分解す るためであ る。 ここにい う再測定 とは 、「資産 および負債の簿価 に変化 を
もた らす価格 また は見積 りの改 訂」 と定義 され る(IASB2003:Remeasurementsandthe
matrixformat)。たとえば、固定 資産 の再 評価 ・減損 ・処 分損益 年金数理 計算上 の損益 、金
融商品 の公正価値 の変動 、のれ んの減 損 などが再測定欄 に計上 され る ものであ り、再測 定項
目の 多 くが、資産負債 の時価変動 に よる ものであ る。再測定前 と再測定 によ る分類 は、持続
性の ある もの と持続性の ない もの を明確 に分類す る ところにその意味 がある(Barker2004:
165-167)。これは、企業 の利 益 を操業利得 と保有利得 とに分け るところに発想 を得て い ると
いわれ る(辻 山2004:11)。
IASB提案 の もっとも大 きな特 徴は、包括利益 を業績報告書の最終損益 と し、純利益 を表示
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しないことである。つまり、一度、包括利益の構成要索として当.期.の損益とし.て認識 された
項 目は.～その後、一切 リサイ.クル されないため.、従来の損益計算書.においてその中心的な会
計情報 として表示 されてきた純利益がIASBの提案す る業績報.告.書においては表示 されなくな
るということである。
表4-11ASB提 案の業績報告書様式
合計. 再測定前利益 再測定項目
収益 1000 1000一
売掛金の貸倒償却 (io; (io)
売上原価 (400) (340)(60)
販売費、一般管理費 (zso) (200)(65:
営業利益 340.
処分損益 iw iw
固定資産再評価差額 iso 一150
投資不動産 一 一 』
のれん (ioo; (ioo)
純投資外貨換算損益 (w; (50)
その他の事業利益 100
関連会社利益 50 50一
持分投資 (so) (so)
債券投資 20 515
年金資産 (150) (iso)
金融利益 Uao)..
事業利益 300
負債費用 (eo; (!20)40
年金財務費用 (izo) (200)80
財務費用 (zoo)
税金 (30) ."一 ..駈r
.廃止事業 、 (ta) (5)(5)
キ ャ.ッシ ュ フ ロ ー ・ヘ ッ ジ 50 一50盤 110
(出所.)IASB(2W3;
5.3つの計算書の比較検討 己
本節で は、上述.して きた.、時制間損益計 算書 、SFAS第130号が規 定す る包括利益.計算 書 、
お よびIASB提案の業績報告書 の比較検討.を行 う。.比較検 討 に当たっては、まず、.3つの計算
書 の差 異 をより明確に示 すため、第2.節に示 したGloveretal..(2005:273-277)の数値例 に前
提 条件⑩ を新 たに加 えた設例2に 従 って 、3つ の計算書 の作 成例 を示 す 〔8;。そ して、その上
で、3つの.計算 書の異同点 について検討 して い くこととす る。
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5.13つの計算書の作成例示
そ.れでは、以下の設例.2に従っ.て.、時制間損益計算書、SFASx;130号が規定する包括利益
計算書、およびIASB提案の業績報告書の具体的な作成例を示すこととする。
[設例2]
c4aA/H(単位=百 万 円〉
① 一⑨ まで は 、設例1と 同 じ。
⑩ 当該 企 業 は 、 第1期 肖』に 有 価証 券.を100で購 入 し、 そ の他 有 価 証 券(売 却 可能 有 価 証 券)に 分 類 し
た。 第1期 末 、第2期 末 に お け る この有 価 証券 の 公 正 価値 は 、各 々 、140、190であ つた 。 当 該有 価 証
券 は 、 第3期 巾 に250で売 却 され た。
まず、時制間損益計算書の作成例から説明.していくこととする。設例2においては、その
他有価証券の評価損益の取 り扱いが大 きなポイン トとなる。なお、実測と予測の分離は、分
離規準1に基づいている。
表5-1時 制間損益計算書の作成例
第1期 第2期 第3期
実測 予測 n計
.
実測 予測 合計 実測 予測 合計
売上高 100 100 200 iw 100 zoo 1W loo zaa
貸園損失 io 10 20 is 10 20 10 10 za
包 決済差額 z z (2. (2)
括
利 減価償却費 2v 25 25 z, 25 25
益
計 その他有価証券 40 40 50 田
算 評価損益
その他有価証券 so 60
売却益
包括利益 go -DS 195 88 115 203 1'L7 go 217
売...ヒ高 loo (too) 100 (loD)
貸倒損失 to (io) 10 (io)
時
制 減価償却費 50 ㈱〉
間 その他有価証券 90 (90)
振替評価損益
時制間振替合計 0 90 (so) 130
包括利益十振替 9D 17A 25i
時制.間損益 計算書 において、その他有価証券 の評価損益 は、予測 欄 に表示 される こととな
る(表5.函.1参照)。 とい うの は、市場価格 に基づ く.再評価 に.は金 額の不確実性が伴 うとされる
か らである(91。した がって、第1期 末 には40,第2期 末には50の評価損益 が予測欄 において
表示 される こととなる。そ して、第3期 の売却時 に、予測欄 に表示 されていた90が実測 に振
り替わ る。
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ここで留意 しなければならないことは、その他有価証券の評価損益を認識する場合には、
時制間損益計算書において認識 される利益の外延が包括利益まで拡張 され、包括利益の枠内
で実測 と矛測の分離が行われるということである。つまり、この時制商損益計算書において
は、現金車義利益(分 離規準1に基づいているため〉と包括利益という認識時点の異なる2種
類の利益が表示される。
次に、SFAS第130号が規定する包括利益計算書の作成例(表5-2)、およびIASB提案の業
績報告書の作成例(表5-3)について説明する。
包括利益計算書において、その他有価証券の時価評価損益は、その他包括利益の構成要素
として毎期計上 される。 したがって、第1期には40、第2期には50、第3期には60の評価損
益が計上 される。そして、第3期の売却時において、売却益(実 現収益)150が計上 され るの
で、利益の二重計上を避けるために、利益の リサイクル(△150)が行われる。包括利益計
算書においては、純利益 と包括利益という認i時 点の異なる2種類の利益を並存 させようと
することからリサイクルが必要となるのであるf/a;。
表5-2SFAS第.130号による包括利益計算書の作成例
第1期 第2期 第3期
売上高
貸倒引当金繰入
貸倒損失
減価償却費
その他有価証券
売却益
200
10
10
25
2DO
10
12
25
zoo
io
8
25
150
純利益 155 153 307
その他有価証券
評価損益 40 50 40
リサ イクル (iso;
包括利益 195 203 217
IASI3提案の業績報告書においては、時価評価損益は、再測定項目として分類 される。した
がって、第1期に40、第2期に50の時価評緬損益が、再測定項目として業績報告書に表示 さ
れることとなるゲまた、第4.節で述.べたように、IASB提案の業績報告書には、純利益は表示
されず、開示する利益が包括利益に朋.一元化 されているので、時価評価損益は、認識.された時
点で損益計上 され、かりにその性質が変化 したとしても、その後においてリサ.イクル される
こともない。つまり、すべての取引および事象は、業績報告書 において 一度だけ認識 される
ということである。
一69一
会of情報の信頼性を重視 した業績報告会計
表5一・31ASB提案の業績報告書 の作成例
第1.期 第2期 第3期
実測 . 予測 合計 実測 予測 合計 実測. 予測 .合計
売上高 2W 200一 200 200一 200 zw一
貸倒引当s入 Uo) (io)一 (io)(io)… Uo) (io)一
貸倒損失 (io) (io) (iz; (12)一 (a) (8)
減価償却費 (25)(25)一 (zs; (25)一 (25) (zs)一
営業利益 155 153 157
その他有価証.券 40 一40 50 一50
評価損益
その他有価証券 6D 60一
売却益
金融利益 40 50 6D
事業利益 195 203 21"1
包括利益 195 203 217
5.23つの計算書 の異 同点
上記の設例における3つの計算書の作成例を比べでみ る.ど㍉.業績報告書に表示 される利益
の数、利益の分類方法、およびリサイクルの方法た違いがあるということが分かる。
(1)業績報告書に表示される利益の数
まず、業績報告書に衷示 される利益の数について検討すると、いわゆる 「合致の原則(n;」
を満たすものに限れば、時制間損益計算書においては、実測利益.(身離規準1によるならば、
現金主義利益)お よび発生主義利益U2)の2つめ利益が表示 されるこ.とになる。SFAS第130
号が規定する包括利益計算書においては、純利益と包括利益の2つの利益が表示 されること
になる。IASB提案の業績報告書においては、包括利益のみが表示 される(ia;.。
(2>利益の分類および リサイクルの方法
つづい.て、利益の分類方法および リサ イクルの方法についての比較検討.を行 う。時制.問損
益計算書におけ.る利益の分類は、実測/予 測によるものである。そして、予測を取 り巻 く不
確実性が.完全に解消 された場合には、予測から実測への.時制問振替が行才)れる。これは≦時
制問損益計算書において表示 される利益が2つあることに関係 している。.うまり、.実測利益
(現金.主義利益)と 発生主義利益 という認i時 点の異なる2つの利益を1つの計算書に.おいz
並存 させようとするために、時制間振替が必要になるのである』
SFAS第130号が規定する包括利益計算書における利益の分類は、実現/未 実現によるもの
である。実現利益は、純利益計算に.含め られ、未実現利益は、その他包括利益の構成要素に
含められる.未実現利益が実現 したGは 、その他包括利益から純利益への再分類調整(リ
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サ.イクル)が 行われる。こ.れも、包括利益計算書において表示 される利益が2つあることに
関係.している。つ まり、純利益 と包括利益 と.いう認識時点の異なる2つの利益を1つの計算書
に並存 させようとするために、リサイクルが必要になるのである。
IASB提案の業績報告書における利益の分類は、再測定前/再 測定によるものである。 しか
し、上述 した時制間損益計算書および包括利益計算書とは異な:り、IASB.提案の業績報告書で
は、包括利益のみが表示 される.ことから、リサイクルを行う必要が.ない。っ まり、上述 した
2つ.の分類方法が、認識時点の異なる2つの利益を並存 させ るための利益の分類であったのに
対 し、IASB提案の再測定前と再測定による分類は、それ とはまったく趣旨の異なる分類方法
で.あるUa:。
時制間損益計算書 SFAS第130号 lASB提案
表示される利益の数 2つ 2つ 1つ
利益の分類方法 実測/予測. 実現/未実現 再測定前/再測定
リサイクルの方法 予測から実測への時
制間振替
その他包括利益か.ら純
利益への再分類調整 な し
6,時制間損益計算.書の意.義
本.節では、上述 したここまでの検討.を踏まえたうえで、時制間損益計算.書の.意義について
考察 していきたい。ここでは特に、FASB概念フレームワークにみられる.会計情報の質的特
性としての信頼性 と目的適合性の観点から、時制間損益計算書の情報提供機能について考察
する。
6.1儒頼性 の ある情報 の提供
時制間損益計算書の主たる特徴は、取引を実測と予測に分離 して別々の欄に表示 し、両測
定値の不透明な混合をなくすことであった。分離規準1に よる場合、実測欄に表示 される数
値は、キャッシュフロー情報 と等しくなるので.、1.極あて客観的で検証.可能性の高い ものにな
る。反対に、予測欄に表示 される数値は、客観性、検証可能性の乏 しい ものになる。つまり、
時制問損益計算書は」実測欄の数値 と予測欄の数値の有 している信頼性の違いを財務諸表利
用者に示すことができるのである。
こ.のような特徴を有する時制問損益計算書は、たとえば、受託責任の観点.からは、所有者
と経営者の双方に大 きな利益 をもたらすと考えられ、また、監査の観点.からは、勘定残高、
取引の種類、および補足的開示のそれぞれについて、保証 レベルが高いのか高 くないのかを
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明確 に区別す ることができるので有用で ある とされ る(Glovereta1.2005:268)。
以上の よ うな点 か ら、時制 間損 益計算書 は、信頼性(特 に検証可能性)の あ る情報 を提供
す ることがで きるといえる。
6.2目 的適合性の ある情報の提供
投資家は、投資意思決定ために、将来キャッシュフ.ローの推定.(.ひいては企業価値評価〉
を行 う際、キャッシュフロー(実測〉と発生項.目(予測)の 両方に着.目しているといわれる。
というのは、キャッシュフロ憎(実 測〉 と発生項 目(予測)..は、それぞれ、企業の リスク、
持続性、および成長の可能性を反映することについて異なる能力を有 しているからである
(Gloveretal.2005:280)。このことが、発生主義会計が現金主義会計よりも有用であるとさ
れてきた理由なのである。 しかし、発生主義会計のもとで算定 された会計情報には、実測部
分 と予測部分が混在 して しまうという問題がある。特に、利益数値などは、極めて集約度の
高いものであり、この問題が顕著に現れることになる(is;。
時制間損益計算書は、発生主義会計が抱えるこのような問題を解決すると考えられ る。時
制間損益計算書は、会計測定値 を実測 と予測 とに明確に分離 して別々の欄に表示するため、
投資家 が個 々の表示欄に対 して異なるウェイ ト付 けをす ることが可能となるか らである
(Gloveretal.2005:280)。つまり、キ.ヤッシュフロー情報を重視する投資家は実測欄の数値
をもとに企業評価を行うこと渉でき、.発生項 目情報や時価 清報を重視する投資家は予測欄の
数値をもとに企業評価を行うことができる。いいかえれば、時制問損益計算書によって、投
資.家は、.発生主義会計の,もとで算定 された会計情報の質.(たとえば、利益の質)を 評価する
こ とが可.能となるのである。
以上のような点から、時制間損益計算書は、 目的適合性の ある情報 を提供することができ
るといえる。
このように、時制間損益計算書は、信頼性のある情報 と目的適合性のある情報の両方を同
時に提供でき、そこに トレー ドオフ関係を生 じさせないのである。.
7.お わ り に
以上の検討.を遜 じて、.時制間損益計算書の業績報告をめぐる議論に対する含意を考えてみ
たい。
まず、上述の3節と4節の検討からも明らかなよ..うに、SFAS第130号お.よ.びIASB提案にお
いて業績報告書に求められているこ.とは、投資家に対 して有用な情報 を提供すること、とり
わけ、目的適合的な情報を提供することであった。ただし、SFAS第130号およびIASB挺案
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における業績報告書は、測定誤差 を伴う発生項 目や時価評価損益が利益数値(純 利益または
包括利益)に 混入 して しまうという理由から、.それが提供す る会計情報の信頼性が低下する
という問題点を有 しているといえる。
二方,Gloveretal.(2005)で示 さ乳 た時制間損益計算書の主眼は、予測を実測から隔離す
ることによって、損益計算書において提供する情韓の信頼性を確保すると!・うことである。
っ.ま.り、利益がキャッシュフローo)期間配分の結果として計算 されるという.原点に立ち返 り、
キャッシュフローを基礎とする検証可能な事象をベースに利益計算 を組み立てながら、測定
誤差 を伴 う発生項目や時価評価損益を明確に.区分することが時制商損益計算書の重要な目的
であるといえる。
そこでの論理は、.予測情報(発 生項目および時価情報等のソフ トな情報)を 規律す るとい
う観点から、実測情報(キ ャッシュフロー情報等のハー ドな情報)の 大 きな役割 を展開する
とい うものである(Gloveretal.2005:271)。いいかえれば、損益計算書上において、認識時
点が早い情報(ソ フ トな情報)の 内容を、認識時点が遅い情報(ハ ー ドな情報)の 開示によ
って確認 していくようなフィー ドバ ックめ関係 を確保すると.いうことである ⑯。
このことから、Gloveretal,(2005).で示 された時制間損益計算書は、提供する会ui情報の
信頼性を確保することを通 じて、会計情報の有用性の向上を目指すものであると考えられる。
業績報告 をめぐる問題が、どのようなo)あ り.方炉より目的適合的な情報を提供で
きるか ζいう議論によって引き起 こされているということに鑑みる.と、.提供する会計情報の
信頼性を重視する時制間損益計算書は..く業績報告をめぐる議論の新.た.な方向性を指 し示 して
い.るのでは:ないかと思わ.れ乱.
?
??
?
?
【注】
(1)IASBの業績報告プロジェク トでは、当初、.純利益の表示を廃止 し、包括利益をボ トムラインとす
るマ トリク琴形式の業績輯告書が提案されていた(正ASB2002)。この業績報告書案は、わが国お
よびアメリカにおける業oと 比べると.}そ卿 欝 大 きく異な.るも艇 あ・たため詮 業
を 中心 と した 関 係 者 か ら強 い 懸 念 が 表 明 され 、2003年に は プnジ ェ ク トの サ ン セ リ ト ・レ ビュ ー
解 齢 輝 れ る・ ζのような禅 を背軍として・当該プPJxクh4#,・・6・年・月より・
FASB≧のonプ ロ ジ ・ ク トとな ・ た .(FASB2⑪⑪4・.IASB2・・a)・な おA.n同 プ ・.v・ク ト銘
槻 ・2006年3.月にr告 ズ白ジ・外 か.・「財轍 ・表示・・ジ・ク・1..・蝉 れ・
L「る(FASB2006)。
(2)リサイク岬 ま・ある騨 の純禾u勘縄 と匡 都 される包捌 岬 目の.うち・その輔 ある
いはそれ以前の期間においZ、 その他包括利益の...部としてすでに表示 された項 目の二甫計上 を
避けるための調整表示である(FASB1997:par.18.)。
(3)藤井(2006:30>では、「IASBが暫定mの 至った0)は、……現在なお国際的な広がりをもって
.支持 されている損益(純 利益)重 視の会計慣行に配慮 した結果であったということが理解される
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の で あ る 。別 言す れ ば 、IASB自体 は 、包 括 利益 一JC化の 立 場 を依 然.として 保 持 し続 け て い る と考
え られ るの で あ る。(省 略 引.用者)」 と述 べ られzい る。
(4)実 現 基 準 に基 づ く純 利 益 を表 示 し、利 益 の リサ イ クル を行 う業 績報 告 の 考 え方 につ い て は..第3節
「SFAS第130hが規 定 す る包 括 利 益 計 算 書 の構 造 」 に お い て検 酎 す る 。 また 、 実 現 基 準 に 基 づ く純
利 益 の表 示 を排 除 し 、 リサ イ クル も行 わ な い と い う業 績 報 告 の考 え 方 につ い て は 、第4節 「IASB
業 績 報 告 プ ロ ジ ェ ク トに お いて 提 案 され た業 績 報 告 書 の 構 造 」仁 お い て 検 討 す る。 な お 、 こ こ で
は 、対 立点 を明 確 に す るた め に 、.実現 幕 準 に 基 づ く.純利 益 を 表示 す る か し な い か とい う.一=元論 的
な観 点 か ら分類 を 行 って い る。
(5)こ の 時 制 聞 財務 諸 表 の 草 案 は 、Glovereta!.(2002>におい て 述 べ られ て!J'り、 また 、2003年6月
24日に財 団 法 人 財 務 会 計 基 準 機 構 主 催 で行 才)れた井 尻 雄 士 先 生 の 講 演 に お け る 「テ ー マ5:予 測保
護 、予 測 分 離」 に お い て も説 明 され て い.る(井尻2003=21-23)。ま た 、 同講 演 の 内容 を 要約 した
もの と して 、 石川(2003a)、石 川(20036)があ る。
(6)Gloveretal.(2005)と同 様 に 、 信 頼 性 の あ る会 計 情 報 に大 きな 役 割 をみ い だ そ う と して い る文 献
と して 、Lumdholm(1999),Lev(2003)など が挙 げ られ る.
(7)情 報 セ ッ ト ・ア プ ロ ー チ と は 、1992年.に公 表 さ れ た イ ギ リ スFRS第3号 「財 務 業 績 の 報 告
(ReportingFinancialPerformance)」に.よっ て 採 用 され た も の で あ るが 、 以 来 、G4十1グ ル ー プ
(英、 米 、 加 、 豪 、 新 西蘭 各 国 の 会 計 基 準 設 定 主 体 お よびIASC)に よ る業 績 報 告 プ ロジ ェ ク トに お
い て も踏 襲 され 、 今 日 に至 っ て い る。 これ ら一 連 ㊥動 .きか ら、 情 報 セ ッ ト ・ア プ ロ ー チ は 、IASB
に おい て 、 業績 報 告 の 方 向 を規 定 す る 中心 的 な役 割 を#flって きた とい え る。
(8)前 提 条 件 ⑩ は 、 筆 者 が 作 成 し た もの で あ り、Gloveretal.(2QO5)に記 述 され て い る もの で は な い。
.した が っ て 、 前 提 条 件 ⑩ に 蘭 す る 時 制 問損 益 計 算 書 ぺ の 記 載 は 、 筆 者 の 解 釈 に基 づ い て い る。.な
.お
、前 提 条件 ⑩ を 作 成す る.にあ た り、..石鴻.(.1997)、倉 田(1999).、..由由 (2003)等を参 考 に し.た6
(9)Gloveretal.(2005:280)では 、 市場 価 格 に 基 づ く再 評 価 は 、架 窒 の 取 引L(報告 企業 自 らが参 加 し
て い な い取 引 〉 の.予測 を表 して い るた め 、 そ こに は金 額 の 不 確 実性 が 存 在 して い る と 述 べ られ て
い る。
(10)川村(2004:52)では 、 「包 括 利 益 と純 利 益 の 違 い は 、認 識 す べ き企 業 成 果 の 範 囲 が 異 な る こ と に
起因してL.'砂ではなく・その認識時勲{恥 ることに起肌 ている拷 述べられている7
(11)「緻 の馴 」とは・鐸 の存続騨 を1つの会計騨 とみ婦 合に計算さ挿 「雑 利益」路
会 計 期 間 の期 間利 益 の 総 和 が...致す るrい う関 係 で あ る(飯 野1993:3-6,3-7)。ま た 、 この 金 額
は 、現 金 主 義 利 苺 に よ っ て 計 算 され る期 間 利 益(キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー).の総 和 と も一 致 して い る
Ollit2004:50)o
(iz)ここ鱗 彗 辮1益 とは」'制 ゆるG鯉 嘩 づ噸 定されζ利益の・とをいうoG1・v・・et
.al.(zoos)にお け る 時 制 間損 益 計 轄 の 検 討(特 に 数{醐)に 掴 ・て は 、GAAPi=基づ い てQGさ
れ る利 益 の 外 延 は純 利 益 まで と され て い る(表2-1、 表2-2参 照)。 しか しfdがら.、木 節 の よ う
に、.その侮有fiBio正券(売 却璽能有価証拳)の 時価評ftl4損益を認識するような場合 を想定すると、
GAAP利益の外延が包括利益にまで拡張すると考えるこ.とができるであろう(表5-1参照)。
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(13)3つの計算書において表示 される利益の種類および数についてまとめると以下の∫ようになる。
時制間損益計箪書
(分離基準1による)
SFAS第130号 rose提案
現金主義利益 C(実現)
一 一
発生主義利益 C(実測十予測一振替)
C
(純利益)
　
O
(包括利益)
C
(再測定前十.再測定)
(14)IASB提案における再測定前/再 測定.による分類は、第.4節において述べたように、持続性のある
ものと持続性のないものを明確に分類するところにその意昧があった、
(15)川村(2004;53)では、r利益はもと.もと一期間の企業活動に関する膨大なデータを唯一の数値に
集約 したものであり、そもそも極めて集約度の高い数値である。そこに現在価値などの将来の見
積 りを加味 した資産や負債の評価額の変動差額を加 えて、利益の集約化を図ると、個別の資産や
負債の測定値に係る測定誤差は許容範囲にとどまる.:ものであって も、それらが高度に集約 された
利益数値においては、測定誤差が増幅 されて しまう6」と.述べ.られている。
(16)このようなフィー ドバ ックの関係は、SFAS第130号による包括利益計計算書においても同様に確
保できる。つまり、第5節において述べたよう.に、SFAS第.130号による包括利益計算書において
は、.純利益 と包括利益という認識時点の異なる2つの利益が開示 さ.れるので、認識時点が.早い包括
利益の内容を純利益の開示によって確認す るというフィー ドバ.ックの関係を確保するこ.とができ
る6な お、川村(2006=10>では.、b認識時点=の早.い包括利益には、.将来的な会計認識のフロンティ
アを切 り拓いてい くような役割が担わ されており、こうした役割をより有効に.するためにも認識
時点の遅.い純利益の開示に.よ.る事後的な比.較対照.(フィ目 ドバ.ック).が必要であ.ると述べられて
いる。
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